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全会計別予算額比較

会 計 名
令和７年度 令和６年度

比較 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

一 般 会 計 20,190,000 62.9 19,100,000 61.1 1,090,000 5.7

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 4,592,000 14.3 4,767,000 15.2 △ 175,000 △ 3.7

介 護
保 険

保 険 事 業 勘 定 3,781,000 11.8 3,943,000 12.6 △ 162,000 △ 4.1

介護サービス事業勘定 0 0.0 500 0.0 △ 500 △ 100.0

後 期 高 齢 者 医 療 534,000 1.6 541,000 1.7 △ 7,000 △ 1.3

小 計 8,907,000 27.7 9,251,500 29.5 △ 344,500 △ 3.7

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計 1,511,823 4.7 1,486,006 4.8 25,817 1.7

下 水 道 事 業 会 計 1,518,779 4.7 1,443,937 4.6 74,842 5.2

小 計 3,030,602 9.4 2,929,943 9.4 100,659 3.4

合 計 32,127,602 100.0 31,281,443 100.0 846,159 2.7

（単位：千円,％）

一般会計：０歳から２歳児保育料無償化による扶助費の増及び小中学校のタブレット端末の更新等により10億9,000万円の増
国民健康保険特別会計：保険給付費等の減により１億7,500万円の減
介護保険特別会計：保険給付費等の減により１億6,200万円の減
水道事業：県受水費の増
下水道事業：経営戦略策定、県流域建設負担金、汚水管布設工事の増

令和７年度の特徴
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構成比の合計が100％になるように端数処理しています。



国庫支出金：児童手当に係る国庫負担金の増 県支出金：児童手当に係る県負担金の増及び小中学校のタブレット端末の更新
に係る県補助金の増 市債：麻生衛生センター基幹的設備改良工事費による増 繰入金：公共施設整備基金及びふるさと応
援寄附金基金の増

一般会計 歳入予算額比較

項 目
令和７年度 令和６年度

比較 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

依

存

財

源

地 方 交 付 税 5,630,000 27.9 5,510,000 28.8 120,000 2.2

国 庫 支 出 金 2,264,125 11.2 1,998,428 10.5 265,697 13.3

県 支 出 金 1,396,176 6.9 1,214,487 6.4 181,689 15.0

市 債 1,395,800 6.9 1,367,100 7.2 28,700 2.1

譲 与 税 ・ 交 付 金 1,339,100 6.6 1,296,400 6.8 42,700 3.3

小 計 12,025,201 59.6 11,386,415 59.6 638,786 5.6

自

主

財

源

市 税 4,167,016 20.6 4,073,581 21.3 93,435 2.3

繰 入 金 2,214,773 11.0 1,832,980 9.6 381,793 20.8

寄 附 金 1,001,100 5.0 1,001,100 5.2 0 0.0

諸 収 入 349,554 1.7 352,397 1.8 △ 2,843 △ 0.8

繰 越 金 200,000 1.0 200,000 1.0 0 0.0

使 用 料 ・ 手 数 料 129,751 0.7 128,418 0.7 1,333 1.0

財 産 収 入 78,435 0.4 73,355 0.4 5,080 6.9

分 担 金 ・ 負 担 金 24,170 0.1 51,754 0.3 △ 27,584 △ 53.3

小 計 8,164,799 40.4 7,713,585 40.4 451,214 5.8

合 計 20,190,000 100.0 19,100,000 100.0 1,090,000 5.7

歳入の特徴

（単位：千円,％）
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構成比の合計が100％になるように端数処理しています。



一般会計 市税予算額比較

項 目
令和７年度 令和６年度

比較 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

市 民 税 1,582,377 38.0 1,554,435 38.2 27,942 1.8

個 人 1,444,177 34.7 1,421,008 34.9 23,169 1.6

法 人 138,200 3.3 133,427 3.3 4,773 3.6

固 定 資 産 税 1,915,379 46.0 1,888,172 46.4 27,207 1.4

純 固 定 資 産 税 1,909,624 45.8 1,882,361 46.2 27,263 1.4

土 地 492,184 11.8 493,993 12.1 △ 1,809 △ 0.4

家 屋 861,250 20.7 817,739 20.1 43,511 5.3

償 却 資 産 556,190 13.3 570,629 14.0 △ 14,439 △ 2.6

交 付 金 5,755 0.2 5,811 0.2 △ 56 △ 1.0

軽 自 動 車 税 141,800 3.4 140,594 3.4 1,206 0.9

種 別 割 135,740 3.3 135,446 3.3 294 0.2

環 境 性 能 割 6,060 0.1 5,148 0.1 912 17.7

市 た ば こ 税 510,000 12.2 474,000 11.6 36,000 7.6

入 湯 税 17,460 0.4 16,380 0.4 1,080 6.6

合 計 4,167,016 100.0 4,073,581 100.0 93,435 2.3

市税の特徴

（単位：千円,％）
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固定資産税：評価替え年度の翌年度であるため、家屋の増加分を考慮したことによる増
市たばこ税：売渡し本数の増加を見込み増

構成比の合計が100％になるように端数処理しています。



一般会計 歳出性質別予算額比較

性 質 別
令和７年度 令和６年度

比較 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

義
務
的
経
費

人 件 費 3,200,414 15.9 2,939,515 15.4 260,899 8.9

公 債 費 1,740,963 8.6 1,792,486 9.4 △ 51,523 △ 2.9

扶 助 費 3,403,800 16.9 3,094,797 16.2 309,003 10.0

小 計 8,345,177 41.4 7,826,798 41.0 518,379 6.6

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費 2,462,955 12.2 2,273,985 11.9 188,970 8.3

災 害 復 旧 費 10,003 0.0 14,003 0.1 △ 4,000 △ 28.6

小 計 2,472,958 12.2 2,287,988 12.0 184,970 8.1

そ
の
他
の
経
費

物 件 費 4,041,166 20.0 3,822,554 20.0 218,612 5.7

維 持 補 修 費 245,576 1.2 246,030 1.3 △ 454 △ 0.2

補 助 費 等 2,526,701 12.5 2,382,051 12.5 144,650 6.1

積 立 金 1,024,491 5.1 1,020,084 5.3 4,407 0.4

投 資 ・ 出 資 金 300 0.0 0 0.0 300 皆増

貸 付 金 8,001 0.0 9,001 0.0 △ 1,000 △11.1

繰 出 金 1,487,332 7.4 1,495,494 7.8 △ 8,162 △ 0.5

予 備 費 38,298 0.2 10,000 0.1 28,298 283.0

小 計 9,371,865 46.4 8,985,214 47.0 386,651 4.3

合 計 20,190,000 100.0 19,100,000 100.0 1,090,000 5.7

（単位：千円,％）

人件費：給与改定及び地域手当支給による増 扶助費：児童手当等の増 普通建設事業費：庁舎建設に係る経費及び麻生衛生センター
基幹的設備改良工事費等の増 物件費：各種業務委託料の増 補助費等：鹿行広域負担金の増及び市たばこ税県交付金等の増

性質別の特徴
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構成比の合計が100％になるように端数処理しています。



一般会計 歳出目的別予算額比較

款
令和７年度 令和６年度

比較 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

議 会 費 156,317 0.8 156,666 0.8 △ 349 △ 0.2

総 務 費 4,495,420 22.3 4,368,342 22.9 127,078 2.9

民 生 費 5,588,936 27.7 5,287,073 27.7 301,863 5.7

衛 生 費 2,087,015 10.3 1,787,209 9.4 299,806 16.8

農 林 水 産 業 費 829,645 4.1 857,544 4.5 △ 27,899 △ 3.3

商 工 費 202,165 1.0 196,495 1.0 5,670 2.9

土 木 費 1,978,475 9.8 1,871,510 9.8 106,965 5.7

消 防 費 959,931 4.7 884,891 4.6 75,040 8.5

教 育 費 2,030,832 10.1 1,873,781 9.8 157,051 8.4

災 害 復 旧 費 10,003 0.0 14,003 0.1 △ 4,000 △ 28.6

公 債 費 1,740,963 8.6 1,792,486 9.4 △ 51,523 △ 2.9

諸 支 出 金 72,000 0.4 0 0.0 72,000 皆増

予 備 費 38,298 0.2 10,000 0.0 28,298 283.0

合 計 20,190,000 100.0 19,100,000 100.0 1,090,000 5.7

総務費：庁舎建設基本設計業務委託料等の増 民生費：児童手当及び０歳から２歳児保育料無償化等の増
衛生費：麻生衛生センター基幹的設備改良工事費による増 消防費：鹿行広域負担金の増及び行方市地域防災計画改訂委託
料等の増

目的別の特徴

5

構成比の合計が100％になるように端数処理しています。



一般会計 歳入 自主財源と依存財源の推移（当初予算）
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市税 自主財源その他 地方交付税 依存財源その他 自主財源比率

（単位：百万円,％）

16,500 16,500 16,460 16,440 16,163 16,370 17,090 17,880 19,100 20,190

自主財源：市税や使用料、手数料など地方自治体が国や県に依存しないで自主的に収入することができる財源
依存財源：地方交付税、国県支出金、市債など自主的に収入できない財源

メ モ
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一般会計 歳出 性質別経費の推移（当初予算）

3,059 2,981 2,913 2,906 2,783 2,821 2,782 2,775 2,940 3,200 

1,783 1,832 1,820 1,868 1,967 2,006 2,013 1,920 1,792 1,741 
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人件費 公債費 扶助費 投資的経費 その他の経費 義務的経費比率

義務的経費（人件費・公債費・扶助費）：任意に削減できない極めて硬直性の強い経費
投資的経費：施設建設、道路改良及び災害復旧など資本の形成に関する経費
その他の経費：物件費、補助費等、繰出金、積立金等の経費

メ モ

16,500 16,500 16,460 16,440 16,163 16,370 17,090 17,880 19,100        20,190

（単位：百万円,％）
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(年度末見込)
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臨時財政対策債等 合併特例債 その他事業起債

臨時財政対策債等：本来国が負担すべきものを国の財政状況等により、地方負担額となったものを地方で借入している地方債
で、償還額については、全額交付税措置される。
合併特例債：合併後の20年間において、新市建設計画に掲げられた事業に充当できる地方債で、70％の交付税措置がある。

一般会計 地方債残高の推移

19,920 19,648 19,197 18,462 17,813 16,868 15,792 15,025 15,479 15,225

メ モ

（単位：百万円）
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（年度末見込）
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財政調整基金 減債基金 特定目的基金

一般会計 基金残高の推移
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（単位：百万円）

基 金 名 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

特 定 目 的 基 金 3,273 3,503 3,607 3,539 3,541 4,024 4,231 4,322 4,476 3,793

内
訳

公 共 施 設 整 備 929 1,078 1,122 1,080 1,094 1,540 1,707 1,810 1,740 1,426

合 併 振 興 1,976 1,961 1,948 1,923 1,901 1,872 1,849 1,616 1,707 1,496

そ の 他 368 464 537 536 546 612 675 896 1,029 871

減 債 基 金 763 764 765 765 665 883 891 950 997 906

財 政 調 整 基 金 1,820 1,879 1,847 1,729 1,664 2,106 2,283 2,568 2,275 1,859

合 計 5,528 6,146 6,219 6,033 5,870 7,013 7,405 7,840 7,748 6,558


